
日医発第１１５２号（保 189） 

平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 

 

 

都道府県医師会長 殿 

 

 

日本医師会長 

植 松 治 雄 

 

 

 

労災診療費算定基準の一部改定について 

 

 

 健康保険診療報酬点数表等の改定が、本年４月１日に実施されることにともない、労災診療

費算定基準における健康保険準拠項目および労災特掲項目が一部改定されることとなり、厚生

労働省労働基準局長および労働基準局労災補償部補償課長より、関係機関に対し別紙のとおり

通知されましたのでご連絡申し上げます。 

 今回の改定の概要は下記のとおりであり、本取扱いについては４月１日以降の診療にかかる

ものから適用されるものでありますので、関係会員への周知方ご高配賜わりたくよろしくお願

い申し上げます。 

 なお、例年本会が作成しております労災点数表『労災診療費算定基準』につきましては、出

来上がり次第各都道府県医師会あてにお送りするとともに、本会ホームページに掲載する予定

としておりますので、ご了承のほど併せてお願い申し上げます。 

 

記 

 

［主な改定項目（下線が改定箇所）］ 

１．初診料   ３,６４０円 

  ただし、健保点数表（医科に限る。）の初診料の注２のただし書きに該当する場合につい

ては、１,８２０円を算定する。 

   

２．救急医療管理加算 

  初診の傷病労働者について救急医療を行った場合に、次の金額を算定できる。 

  入 院   ６,０００円 

  入院外   １,２００円 

  ただし、この算定は同一傷病につき１回限り（初診時）とする。 

  なお、入院については初診に引き続き入院している場合は７日間を限度に算定可能とする。 

  また、健保点数表における「救急医療管理加算」と重複算定することはできない。 



 

３．再診料  （現行）１,３７０円 → （改正後）１,３６０円

 

４．再診時療養指導管理料  （現行）９００円 → （改正後）９２０円

  外来患者に対して再診の際に、療養上の食事、日常生活動作、機能回復及びメンタルヘル

スに関する指導を行った場合にその都度算定できる。 

 

５．再就労療養指導管理料  （現行）２,４００円 → （改正後）３,０００円

 

６．四肢の傷病に対する処置に係る特例 

(1) 四肢（鎖骨、肩甲骨及び股関節を含む。）の傷病に係る「創傷処置（術後創傷処置を

含む。以下同じ。）」、「熱傷処置（電撃傷、薬傷及び凍傷を含む。以下同じ。）」、

「重度褥瘡処置」、「絆創膏固定術」、「鎖骨又は肋骨骨折固定術」、「ドレーン法」、

「皮膚科軟膏処置」、「皮膚科光線療法」、「関節穿刺」、「鋼線等による直達牽引（２

日目以降。）」、「介達牽引」、「矯正固定」、「変形機械矯正術」、「消炎鎮痛等処

置」及び「低出力レーザー照射」 ‥‥‥‥‥ 健康保険診療報酬点数の１.５倍 

（１点未満の端数は１点として切り上げる） 

 

(2) 手（手関節以下）及び手の指に係る「創傷処置」、「熱傷処置」、「重度褥瘡処置」、

「ドレーン法」、「皮膚科軟膏処置」、「関節穿刺」及び「消炎鎮痛等処置のうち湿布

処置」 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 健康保険診療報酬点数の２.０倍 

 

７．消炎鎮痛等処置及び介達牽引 

(1) 消炎鎮痛等処置 

① マッサージ等の手技による療法 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ３５点 

② 器具等による療法 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ３５点 

③ 湿布処置 

イ 半肢の大部又は頭部、頸部及び顔面の大部以上にわたる範囲のもの  ３５点 

ロ その他のもの ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ２４点 

消炎鎮痛等処置（「マッサージ等の手技による療法」及び「器具等による療法」）に

係る点数は、負傷にあっては受傷部位ごとに、疾病にあっては１局所（上肢の左右、下

肢の左右及び頭より尾頭までの躯幹をそれぞれ指し、全身を５局所に分けるものであ

る。）ごとに、1日につき所定点数を算定する。 

ただし、３部位以上又は３局所以上にわたり当該処置を施した場合は、1 日につき３

部位又は３局所を限度とする。 

なお、消炎鎮痛等処置（「マッサージ等の手技による療法」及び「器具等による療法」）

と疾患別リハビリテーションを同時に行った場合は、疾患別リハビリテーションの点数

と、消炎鎮痛等処置（「マッサージ等の手技による療法」及び「器具等による療法」）

の１部位（局所）に係る点数をそれぞれ算定できる。 

 



 (2) 介達牽引 

 介達牽引に係る点数の算定は、上記(1)に定める消炎鎮痛等処置（「マッサージ等の

手技による療法」及び「器具等による療法」）に係る点数の算定と同様とする。 

 なお、健保点数表（医科に限る。）における介達牽引の注２については、適用しない

ものとする。 

※ 健康保険においては従前どおり月内逓減制が適用されているが、労災保険におい

ては、逓減制を廃止することとしたものである。 

 なお、健康保険における逓減制を用いた上で、外来管理加算の特例である読替え

を行うことはできない。 

 

８．リハビリテーション 

  疾患別リハビリテーションについては、医師が必要と認め、かつリハビリテーションの効

果が認められるものについては、健保点数表に定める制限日数を超えて算定できるものとす

る。 

※ 健保改正により、理学療法、作業療法、言語聴覚療法については廃止となり、心大

血管リハビリテーション料、脳血管疾患等リハビリテーション料、運動器リハビリテ

ーション料、呼吸器リハビリテーション料（以下、「疾患別リハビリテーション料」

という。）が新設され、疾患別リハビリテーション料にはそれぞれ制限日数が設けら

れたことから、労災保険においても原則として制限日数を超えての算定は認められな

いものである。 

 ただし、制限日数を超えてリハビリテーションを行う必要性及び効果が認められる

場合については、制限日数を超えて疾患別リハビリテーション料を算定することがで

きるものである。 

 なお、制限日数を超えてリハビリテーションを行う場合については、医療機関は、

別途示す書式に必要事項を記載し、制限日数を超えた日の属する請求月に診療費請求

内訳書に添付して提出するものである。 

（別途示す書式については、今後、追って連絡いたします。） 

 

９．理学療法併施加算（１０点） → 廃 止

 

10．早期リハビリテーション加算 → 廃 止

 

11．入院基本料 

  入院の日から起算して２週間以内の期間  健保点数の１.３０倍 

  上記以降の期間             健保点数の１.０１倍 

(1) 入院基本料の点数を、入院の日から起算して２週間以内の期間については、健保点数

（入院患者の入院期間に応じ、加算する点数は含まない。）の１.３０倍、それ以降の期

間については、一律、健保点数の１.０１倍（いずれも１点未満の端数は四捨五入する。）

とする。 



 (2) 健保改正により、入院診療計画に関する基準を満たすことが入院基本料等の算定要件

の１つとなったため、労災保険においても、入院診療計画書または労災治療計画書（以

下、「労災治療計画書等」という。）を交付し、説明することが入院基本料等の算定要

件となるが、特別の事情があって入院後７日以内の場合については、その理由を診療費

請求内訳書に記載させることとし、労災治療計画書等を交付し、説明することができな

い場合であっても、入院基本料等を算定することができるものである。 

   特別の事情とは、 

   ① 患者の急変などにより、他の医療機関へ転院または退院することとなったため、

労災治療計画書等を交付し、説明することができなかった場合 

   ② 患者が意識不明の状態にあり、家族等と直ちに連絡を取ることができなかったた

め、労災治療計画書等を交付し、説明することができなかった場合 

   ③ その他、上記に準ずると認められる場合 

  をいうものであること。 

 

12．入院室料加算 

  入院室料加算の地域区分の甲地とは、一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律

第９５号）第１１条の３に基づく人事院規則９－４９（地域手当）により支給区分が１級地

から５級地とされる地域をいい、入院室料加算の地域区分の乙地とは、同地域区分の甲地以

外の地域をいう。 

 

13．入院時食事療養費 

  入院時の食事に係る療養の給付に要する費用については、平成１８年３月６日厚生労働省

告示第９９号別表食事療養の費用額算定表に定める金額の１.２倍により算定するものとす

る。 

  なお、１０円未満の端数については四捨五入する。 

※ 健保改正により、１食あたりの費用を設定して、３食を限度として実際に提供され

た食数に応じて評価を行うこととなったものであること。 

 

 

〈添付資料〉 

1）労災診療費算定基準の一部改定について 

 （平 18.3.31 基発第 0331014 号 厚生労働省労働基準局長） 

2）労災診療費算定基準の一部改定に伴う運用上の留意事項について 

 （平 18.3.31 基労補発第 0331001 号 厚生労働省労働基準局労災補償部補償課長） 

 



５年保存

基発第０３３１０１４号

平成１８年３月３１日

都道府県労働局長 殿

厚生労働省労働基準局長

（ 公 印 省 略 ）

労災診療費算定基準の一部改定について

労災診療費の算定については、昭和５１年１月１３日付け基発第７２号「労

災診療費算定基準について （最終改正平成１６年３月２６日付け基発第０３」

２６００３号）をもって取り扱ってきたところであるが、健康保険法（大正１

１年法律第７０号）の規定による診療報酬点数表の改正（平成１８年３月６日

厚生労働省告示第９２号）が行われたこと等に伴い、今般、労災診療費算定基

準の一部を下記のとおり改め、平成１８年４月１日以降の診療に係るものから

適用することとしたので了知の上、関係職員及び医療機関等に対する周知に努

めるとともに、その取扱いに遺漏なきを期されたい。

記

１ 記の１中「平成１６年２月２７日厚生労働省告示第４７号による改正後の

平成６年３月１６日厚生省告示第５４号」を「平成１８年３月６日厚生労働

省告示第９２号」に改める。

２ 記の１（１）に 「ただし、健保点数表（医科に限る ）の初診料の注２、 。

のただし書きに該当する場合については、１，８２０円を算定する 」を加。

える。

３ 記の１（４）を次のように改める。

再診料 １，３６０円

４ 記の１（５）を次のように改める。



再診時療養指導管理料 ９２０円

外来患者に対する再診の際に、療養上の食事、日常生活動作、機能回復訓

練及びメンタルヘルスに関する指導を行った場合にその都度算定できる。

５ 記の１（６）中「加算し又は減算する」を「加算する」に改める。

６ 記の１（７）イ及びハを次のように改める。

イ 創傷処置、熱傷処置、重度褥瘡処置、ドレーン法及び皮膚科軟膏処置

ハ 絆創膏固定術、鎖骨又は肋骨骨折固定術、皮膚科光線療法、鋼線等に

よる直達牽引（２日目以降 、介達牽引、矯正固定、変形機械矯正術、）

消炎鎮痛等処置のうち「マッサージ等の手技による療法」及び「器具等

による療法 、低出力レーザー照射」

７ 記の１（１０）中「２，４００円」を「３，０００円」に改める。

８ 記の１（１４）①中「理学療法」を「疾患別リハビリテーション」に改め

る。また、②に「なお、健保点数表（医科に限る ）の介達牽引の注２につ。

いては適用しないものとする 」を付け加える。。

９ 記の１（２０）を次のように改める。

初診の傷病労働者について救急医療を行った場合に、次の金額を算定でき

る。

入院 ６，０００円

入院外 １，２００円

ただし、この算定は同一傷病につき１回限り（初診時）とする。

なお、入院については初診に引き続き入院している場合は７日間を限度に

算定できるものとする。

また、健保点数表における「救急医療管理加算」と重複算定することはで

きない。

10 記の１（２１）を削る。

11 記の１（２２）を次のように改める。

疾患別リハビリテーションについては、リハビリテーションの必要性及び

効果が認められるものについては、健保点数表に定める制限日数を超えて算



定できるものとする。

12 記の１（２３）を削る。

13 記の３中「厚生省」を「厚生労働省」に改める。

14 記の４中「平成１２年１２月２８日厚生省告示第５６９号による改正後の

平成６年８月５日厚生省告示第２３７号」を「平成１８年３月６日厚生労働

省告示第９９号」に改める。

15 記の５中「平成１６年２月２７日厚生労働省告示第５４号による改正後の

平成６年９月９日厚生省告示第２９６号」を「平成１８年３月６日厚生労働

省告示第１０２号」に 「指定訪問看護の費用額算定表」を「訪問看護療養、

費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法」にそれぞれ改める。

16 記の８中「 調整手当 」を「 地域手当 」に 「支給区分が甲地とされる（ ） （ ） 、

地域」を「支給区分が１級地から５級地とされる地域」にそれぞれ改める。
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○ 労 災 診 療 費 算 定 基 準

昭和5 1年１月1 3日付け基発第 72号)（

改定 昭和5 2年４月2 0日付け基発第 228号

改定 昭和5 3年２月2 2日付け基発第 106号

改定 昭和5 3年３月2 5日付け基発第 176号

改定 昭和5 6年６月９日付け基発第 34 4号

改定 昭和5 6年９月２日付け基発第 55 4号

改定 昭和5 9年３月３日付け基発第 10 3号

改定 昭和6 0年２月1 2日付け基発第 7 4号

改定 昭和6 0年３月７日付け基発第 11 6号

改定 昭和6 0年３月2 8日付け基発第 167号

改定 昭和6 0年４月1 0日付け基発第 208号

改定 昭和6 1年３月2 7日付け基発第 171号

改定 昭和6 2年４月１日付け基発第 19 0号

改定 昭和6 3年４月2 7日付け基発第 291号

改定 昭和6 3年５月1 2日付け基発第 313号

改定 平成元年３月2 9日付け基発第 14 8号

改定 平成元年６月1 2日付け基発第 31 9号

改定 平成２年３月3 0日付け基発第 18 1号

改定 平成２年６月1 2日付け基発第 38 2号

改定 平成４年３月3 0日付け基発第 17 6号

改定 平成４年５月2 8日付け基発第 31 4号

改定 平成５年４月６日付け基発第 257号

改定 平成６年４月1 1日付け基発第 21 9号

改定 平成６年５月2 3日付け基発第 31 3号

改定 平成６年９月2 7日付け基発第 59 1号

改定 平成６年1 0月2 8日付け基発第 661号

改定 平成８年３月2 9日付け基発第 18 0号

改定 平成８年５月2 9日付け基発第 34 2号

改定 平成９年４月1 5日付け基発第 30 8号

改定 平成1 0年３月3 1日付け基発第 153号

改定 平成1 0年５月2 9日付け基発第 327号

改定 平成1 2年４月1 3日付け基発第 304号

改定 平成1 2年５月1 7日付け基発第 365号

改定 平成1 4年４月1 0日付け基発第041 0 0 0 7号

改定 平成1 4年1 1月1 9日付け基発第11 1 9 0 0 4号

改定 平成1 5年８月2 8日付け基発第082 8 0 0 8号

改定 平成1 6年３月2 6日付け基発第032 6 0 0 3号

改定 平成1 8年３月31日付け基発第033 1 0 1 4号
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51 13 72 16 26標記については、昭和 年１月 日付け基発第 号（最終改正平成 年３月

日）により取扱ってきたところであるが、今般、下記のとおり改め平成 年４月１日18
、 。以降の診療に係るものから適用するので 了知のうえ取扱いに遺漏なきを期されたい

記

１ 労働者災害補償保険法（以下「法」という｡）の規定による療養の給付

に要する診療費の算定は、健康保険法の規定による療養に要する費用の額

の算定方法（平成１８年３月６日厚生労働省告示第９２号) の別表第一医

科診療報酬点数表及び第二歯科診療報酬点数表（以下「健保点数表」とい

う ）の診療報酬点数（以下「健保点数」という ）に労災診療単価を乗。 。

じて行うものとする。

ただし、初診料、再診料、処置、手術、リハビリテーション料の一部及

び入院基本料等の額又は点数は、次に定めるところによるものとする。

( ) 初診料 円1 3,640
ただし、健保点数表（医科に限る ）の初診料の注２のただし書きに。

該当する場合については、 円を算定する。1,820

( ) 削除2

( ) 初診時ブラッシング料 点3 91
創面が異物の混入、附着等により汚染している創傷の治療に際し、生理食塩水、

蒸留水等を使用して創面のブラッシングを行った場合に算定できる。

ただし、この算定は同一傷病につき１回限り（初診時）とする。

( ) 再診料 円4 1,360

( ) 再診時療養指導管理料 円5 920
外来患者に対する再診の際に、療養上の食事、日常生活動作、機能回復訓練及び

メンタルヘルスに関する指導を行った場合にその都度算定できる。

( ) 入院基本料6
入院の日から起算して２週間以内の期間 健保点数の 倍1.30
上記以降の期間 健保点数の 倍1.01
入院基本料の点数を、入院の日から起算して２週間以内の期間については、健保

点数（入院患者の入院期間に応じ、加算する点数は含まない ）の 倍、それ以。 1.30
降の期間については、一律、健保点数の 倍（いずれも１点未満の端数は四捨1.01
五入する｡）とする。
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( ) 四肢(鎖骨、肩甲骨及び股関節を含む｡)の傷病に係る処置等の加算7
四肢(鎖骨、肩甲骨及び股関節を含む｡)の傷病に係る次の処置等の点数は、健保

点数の 倍として算定できる （１点未満の端数は１点に切り上げる ）1.5 。 。

なお、手（手関節以下 、手の指に係る次のイ、ロの処置及びニの手術について）

は、健保点数の２倍として算定できる。

また、次のニの手の指に係る創傷処理（筋肉に達しないもの ）については、指。

１本の場合は健保点数表における創傷処理の筋肉、臓器に達しないもの（長径５セ

ンチメートル未満）の点数（以下この項において「基本点数」という ）の２倍と。

し、指２本の場合は指１本の場合の点数に基本点数を加算した点数、指３本の場合

は指２本の場合の点数に基本点数を加算した点数、指４本の場合は指３本の場合の

点数に基本点数を加算した点数、指５本の場合は基本点数を５倍した点数とする。

イ 創傷処置、熱傷処置、重度褥瘡処置、ドレーン法及び皮膚科軟膏処置

ロ 関節穿刺及び消炎鎮痛等処置のうち「湿布処置」

ハ 絆創膏固定術、鎖骨又は肋骨骨折固定術、皮膚科光線療法、鋼線等による直達

牽引（２日目以降 、介達牽引、矯正固定、変形機械矯正術、消炎鎮痛等）

処置のうち「マッサージ等の手技による療法」及び「器具等による療法 、低出」

力レーザー照射

ニ 皮膚切開術、創傷処理、デブリードマン、筋骨格系・四肢・体幹手術及び神経

・血管の手術

ホ リハビリテーション

( ) 手指の創傷に係る機能回復指導加算 点8 190
手（手関節以下）及び手の指の初期治療における機能回復指導加算として、当該

、 「 」、「 」、「 」部位について 健保点数表における 皮膚切開術 創傷処理 デブリードマン

及び「筋骨格系・四肢・体幹」の手術を行った場合に一回に限り所定点数にさらに

点を加算できる。190

( ) 削除9

( ) 再就労療養指導管理料 月１回 円10 3,000
入院治療後、通院療養を継続しながら就労が可能と医師が認める者及

び入院治療を伴わず、通院療養を３カ月以上継続している者で就労が可

能と医師が認める者に対し、就労に当たっての療養上必要な指導事項及

び就労上必要な指導事項を記載した「指導管理箋」を傷病労働者に交付

し、指導を行った場合に算定できるものとする。

また、傷病労働者の主治医が、当該労働者の所属事業場の産業医（主

治医が当該労働者の所属事業場の産業医を兼ねている場合を除く ）に。

対して文書をもって情報提供をした場合についても算定できる。

ただし、同一傷病者につき各々３回を限度（慢性的な疾病を主病とす

る者で現に就労しているものについては、医師が必要と認める期間）と
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する。

( ) 入院室料加算11
入院室料加算は、次の①及び②の要件に該当する場合に③に定める金

額を算定できるものとする。

ただし 健保点数表において特定入院料として定められている点数 救、 （

命救急入院料、特定集中治療室管理料及び広範囲熱傷特定集中治療室管

理料等）の算定の対象となっている傷病労働者については、入院室料加

算は算定できないものであること及び②のエの要件に該当する場合は、

初回入院日から７日を限度とする。

① 特定療養費における特別の療養環境の提供に関する基準を満たした

病室で、傷病労働者の容体が常時監視できるような設備又は構造上の

配慮がなされている個室、２人部屋、３人部屋及び４人部屋に収容し

た場合。

② 傷病労働者が次の各号のいずれかに該当するものであること。

ア 症状が重篤であって、絶対安静を必要とし、医師又は看護師が常

時監視し、随時適切な措置を講ずる必要があると認められるもの。

イ 症状は必ずしも重篤ではないが、手術のため比較的長期にわたり

医師又は看護師が常時監視を要し、随時適切な措置を講ずる必要が

あると認められるもの。

ウ 医師が、医学上他の患者から隔離しなければ適切な診療ができな

いと認めたもの。

エ 傷病労働者が赴いた病院又は診療所の普通室が満床で、かつ、緊

急に入院療養を必要とするもの。

③ 医療機関が当該病室に係る料金として表示している金額を算定する

ことができる。

ただし、当該表示金額が次に示す額を超える場合には次に示す額と

する。

１日につき 個 室 甲地 円、乙地 円10,000 9,000
２人部屋 甲地 円、乙地 円5,000 4,500
３人部屋 甲地 円、乙地 円5,000 4,500
４人部屋 甲地 円、乙地 円4,000 3,600

( ) 削除12

( ) 削除13

( ) ① 消炎鎮痛等処置（ マッサージ等の手技による療法」及び「器具等14 「

による療法 ）に係る点数は、負傷にあっては受傷部位ごとに、疾」

病にあっては１局所（上肢の左右、下肢の左右及び頭より尾頭まで

の躯幹をそれぞれ１局所とする ）ごとに、１日につきそれぞれ健。
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保点数を算定できる。

ただし、３部位以上又は３局所以上にわたり当該処置を施した場

合は、１日につき３部位又は３局所を限度とする。

なお、消炎鎮痛等処置（ マッサージ等の手技による療法」及び「

「器具等による療法 ）と疾患別リハビリテーションを同時に行っ」

た場合は 疾患別リハビリテーションの点数と 消炎鎮痛等処置 マ、 、 （「

ッサージ等の手技による療法」及び「器具等による療法 ）の１部」

位（局所）に係る点数をそれぞれ算定できる。

② 介達牽引に係る点数の算定は、上記①に定める消炎鎮痛等処置

（ マッサージ等の手技による療法」及び「器具等による療法 ）に「 」

係る点数の算定と同様とする。

なお、健保点数表（医科に限る ）の介達牽引の注２については。

適用しないものとする。

( ) 病衣貸与料 １日につき７点15
入院患者に対し、医療機関が病衣を貸与した場合に算定できる。

( ) 削除16

( ) 削除17

( ) 療養の給付請求書取扱料 円18 2,000
労災保険指定医療機関等において 「療養（補償）給付たる療養の給、

付請求書（告示様式第５号又は第 号の３ 」を取り扱った場合（再発16 ）

を除く ）に算定できる。。

( ) 四肢固定用伸縮性包帯19
四肢固定用伸縮性包帯を特定保険医療材料とする。

算定額は、実際に医療機関が購入した価格を 円で除し、労災診療単10
価を乗じた額とする。

( ) 救急医療管理加算20
初診の傷病労働者について救急医療を行った場合に、次の金額を算定

できる。

入 院 円6,000
入院外 円1,200
ただし、この算定は同一傷病につき１回限り（初診時）とする。

なお、入院については初診に引き続き入院している場合は７日間を限

度に算定できるものとする。

また、健保点数表における「救急医療管理加算」と重複算定すること

はできない。

( ) 削除21
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( ) リハビリテーション22
疾患別リハビリテーションについては、リハビリテーションの必要性

及び効果が認められるものについては、健保点数表に定める制限日数を

超えて算定できるものとする。

( ) 削除23

11 50２ 前記１の労災診療単価は 別紙１に掲げる指定病院等に係るものは 円、

銭とし、その他の指定病院等に係るものは 円とする。12

３ 指定薬局に係る療養の給付に要する費用の算定は、前記１の厚生労働省告

示別表第三調剤報酬点数表に基づき行うものとする。

４ 入院時の食事に係る療養の給付に要する費用については、平成１８年３月

６日厚生労働省告示第９９号別表食事療養の費用額算定表に定める金額の

１．２倍により算定するものとする。

なお、 円未満の端数については四捨五入すること。10

５ 指定訪問看護事業者に係る療養の給付に要する費用については、平成１８

年３月６日厚生労働省告示第１０２号別表訪問看護療養費に係る指定訪問看

護の費用の額の算定方法により算定するものとする。

６ 法の規定による療養の費用を支給する場合の支給限度額の算定は、以上の

取扱いに準じて行うものとする。

７ 健保点数に労災診療単価を乗じて算定している項目については、改正後の

健保点数により算定するものとする。

なお、薬価基準による算定についても、改正後の薬価基準によるので留意

すること。

８ 入院室料加算の地域区分の甲地とは 一般職の職員の給与に関する法律 昭、 （

和２５年法律第９５号）第１１条の３に基づく人事院規則９－４９(地域手

当)により支給区分が１級地から５級地とされる地域をいい、入院室料加算

の地域区分の乙地とは、同地域区分の甲地以外の地域をいう。
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別紙１

１ 次の法人等が開設する医療機関

国

地方公共団体（都道府県、市町村）

厚生年金事業振興団（厚生団）

国民健康保険組合及び国民健康保険団体連合会

健康保険組合及び健康保険組合連合会

日本赤十字社

社会福祉法人

私立学校法による学校法人

国家公務員共済組合、地方公務員共済組合、全国市町村職員共済組合連合会、日本

私立学校振興・共済事業団及び国家公務員共済組合連合会

(社)全国社会保険協会連合会、(財)都道府県社会保険協会

船員保険会

農業協同組合連合会（所得税法及び法人税法の規定に基づく財務省告示に より指

定するもの ）。

結核予防会

公益法人の運営するハンセン病療養所（神山復生病院）

学術の研究を行う公益法人に付随するもの

２ 上記１以外の法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第２の公益法人等が開設す

る医療機関のうち、診療月の属する会計年度の前々年度（事業年度が会計年度と異な

）るときは診療月の属する会計年度当初において既に確定申告を行った直近の事業年度

の医療保健業について、当該法人等が非課税医療機関に該当するとして確定申告を行

った医療機関及び同法別表第１の公共法人が開設する医療機関



５年保存

基労補発第０３３１００１号

平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日

都道府県労働局

労働基準部長 殿

厚生労働省労働基準局

労災補償部補償課長

（契印省略）

労災診療費算定基準の一部改定に伴う運用上の留意事項について

労災診療費算定基準の一部改定については、平成１８年３月３１日付け基発

第０３３１０１４号により指示されたところであるが、この運用に当たっては

下記の事項に留意のうえ、その取扱いに遺漏のないよう留意されたい。

記

１ 初診料

健康保険の診療報酬点数表の改正（以下「健保改正」という ）により、初。

診料 医科に限る ）の注２「ただし、同一保険医療機関において、同一日に（ 。

他の傷病について、新たに別の診療科を初診として受診した場合は、２つ目

の診療科に限り１３５点を算定できる 」が新たに設けられたことから、この。

場合について労災保険においては、１，８２０円を算定できることとしたも

のであること。

２ 再診時療養指導管理料

再診時療養指導管理料については、従来、外来患者に対する再診の際に、

療養上の食事、日常生活動作及び機能回復訓練に関する指導を行った場合に

算定できるとしていたものであるが、今回、指導の内容にメンタルヘルスを

追加することとし、これらの指導を行った場合に９２０円を算定できるとし

たものであること。



なお、再診時療養指導管理料に関するその他の取扱いについては改定前と

変わるものではないこと。

３ 入院基本料

（１）健保改正により、入院期間に応じた減算、看護師比率に関する基準を満

たすことができない場合の減算、入院診療計画未実施減算等の減算項目が

廃止されたことによる文言の整理を行ったものであること。

（２）健保改正により、入院診療計画に関する基準を満たすことが入院基本料

等の算定要件の１つとなったため、労災保険においても、入院診療計画書

又は労災治療計画書（以下 「労災治療計画書等」という ）を交付して説、 。

、 、 、明することが入院基本料等の算定要件となるが 特別の事情があり かつ

入院後７日以内の場合については、その理由を診療費請求内訳書に記載す

ることにより、労災治療計画書等を交付して説明することができない場合

であっても、入院基本料等を算定できるものであること。

なお、特別の事情とは、

① 患者の急変などにより、他の医療機関へ転院又は退院することとな

ったため、労災治療計画書等を交付して説明することができなかった

場合

② 患者が意識不明の状態にあり、家族等と直ちに連絡を取ることがで

きなかったため、労災治療計画書等を交付して説明することができな

かった場合

③ その他、上記に準ずると認められる場合

をいうものであること。

４ 四肢（鎖骨、肩甲骨及び股関節を含む）の傷病に係る処置等の加算

健保改正において、創傷処置に術後創傷処置が包括されたこと、従来創傷

処置に含まれていた熱傷処置（電撃傷、薬傷及び凍傷を含む）が独立した処

置として算定できるようになったこと、及び重度褥瘡処置が新設されたこと

に伴い、これらの処置を四肢に対して行った場合については、１．５倍（手

関節以下の場合は２倍）の加算を算定できることとしたものであること。

また、従来絆創膏固定術に含まれていた鎖骨又は肋骨骨折固定術、介達牽

引に含まれていた矯正固定及び変形機械矯正術、消炎鎮痛等処置の「器具に

よる療法」に含まれていた低出力レーザー照射がそれぞれ独立した処置とし

て算定できるようになったことに伴い、これらの処置を四肢に対して行った

場合については、１．５倍の加算を算定できることとしたものであること。



５ 消炎鎮痛等処置

健保改正により、消炎鎮痛等処置の逓減制が廃止されたたため、労災保険

においても逓減制を廃止することとしたものであり、その他の取扱いについ

ては改定前と変わるものではないこと。

６ 介達牽引

、健康保険においては従前どおり介達牽引に係る逓減制が導入されているが

労災保険においては、逓減制を廃止することとしたものであり、その他の取

扱いは改定前と変わるものではないこと。

なお、健康保険における逓減制を用いた上で、外来管理加算の特例である

読替を行うことはできないことについて留意すること。

７ 救急医療管理加算

健保改正により、健康保険における救急医療管理加算が入院した日から起

算して７日を限度として算定できることとなったことに伴い、労災保険にお

ける救急医療管理加算についても、入院した日から起算して７日を限度とし

て算定できるとしたものであること。

なお、その他の取扱いについては改定前と変わるものではないことから、

初診料を算定できる場合に限り救急医療管理加算を算定できるものであるこ

とについて留意すること。

８ リハビリテーション

健保改正により、理学療法、作業療法、言語聴覚療法については廃止とな

り、心大血管リハビリテーション料、脳血管疾患等リハビリテーション料、

運動器リハビリテーション料、呼吸器リハビリテーション料（以下「疾患別

リハビリテーション料」という ）が新設され、疾患別リハビリテーション料。

にはそれぞれ制限日数が設けられたことから、労災保険においても原則とし

て制限日数を超えての算定は認められないものであること。

ただし、制限日数を超えてリハビリテーションを行う必要性及び効果が認

められる場合については、制限日数を超えて疾患別リハビリテーション料を

算定することができるものであること。

なお、制限日数を超えてリハビリテーションを行う場合については、医療

機関は、別途示す書式に必要事項を記載し、制限日数を超えた日の属する請

求月の診療費請求内訳書に添付して提出するものであること。



９ 理学療法併施加算

健保改正により、個別療法と集団療法の区分を廃止し、疾患別リハビリテ

ーションに評価体系が改正されたため、理学療法併施加算については廃止す

るものであること。

早期リハビリテーション加算10
健保改正により、早期リハビリテーション加算が廃止されたため、早期リ

ハビリテーション加算については廃止するものであること。

入院室料加算11
、 「 」 「 」入院室料加算については 人事院規則９－４９ 調整手当 が 地域手当

、 （ ） 、に改められ 甲地 １級地～５級地 の地域が新たに定められたことに伴い

人事院規則に準拠して入院室料加算における甲地と乙地の対象地域を変更し

たものであること。

入院時食事療養費12
健保改正により、１食当たりの費用を設定して、３食を限度として実際に

提供された食数に応じて評価を行うこととなったものであること。

また、入院時食事療養費の取扱いが変更となっているが、算定方法につい

ては、平成１８年３月６日厚生労働省告示第９９号別表入院時食事療養費の

費用額算定表に定める金額の１．２倍により算定するものであること （１０。

円未満四捨五入）




